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　厚生労働省のホームページの雇用データによると１、
平成 27 年度の雇用の状況は、正規雇用が 3304 万人、
非正規雇用は 1980 万人で、その非正規雇用の内訳は、
パートタイム労働者が 48.5％（961 万人）・アルバイ
トが 20.5％（405 万人）・派遣社員が 6.4％（126 万人）・
契約社員が 14.5％（287 万人）・嘱託が 117 万人（5.9％）・
その他が 4.2％（83 万人）となっている。
　また、その非正規雇用 1980 万人を年齢別に分析し
た厚生労働省のデータによると、15 ～ 24 歳が 11.7％
（231 万人）・25 ～ 34 歳が 14.6％（290 万人）・35 ～
44 歳が 19.8％（393 万人）・45 ～ 54 歳が 19.5％（387































































































　15 才～ 24 才　　　　231 万人　　　11.70％    
　25 才～ 34 才　　　　290 万人　　　14.60％
　35 才～ 44 才　　　　393 万人　　　19.80％    
　45 才～ 54 才　　　　387 万人　　　19.50％
　55 才～ 64 才　　　　412 万人　　　20.80％   




















































































































































プの促進（労働者派遣法 30 条・30 条ﾉ２・40 条ﾉ６）
③すべての派遣労働業務の期間を３年に規制する（労





















　　http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-syokuan.htrr2016 年 11月 28日
７　厚生労働省のホームページ
　　平成 27年労働者派遣法改正法の概要



































払賃金として計 167 万 4,684 円及びこれに対する訴状
送達の日の翌日である平成 15 年 11 月 21 日から支払
済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損害
金、並びに、平成 15 年 11 月以降毎月 25 日限り 35 万


























15 ～ 24 才  ９万人  ９万人
25 ～ 34 才 15 万人 17 万人
35 ～ 54 才 12 万人 20 万人
　 55 才～  ２万人  １万人

























































リスト氏は、日本経済新聞（朝刊）2015 年１月 23 日
の記事によると、イケア・ジャパンは、2014 年９月に、
















　2014 年４月１日から、約 800 人の契約社員を正社
員化した。
　この正社員化は、日本経済新聞のホームぺージ
① 有期　→　正規　１人あたり 60 万円（45 万円）
② 無期　→　正規　１人あたり 30 万円（22.5 万円）
③ 有期　→　多様な正社員（勤務地・職務限定・短
　 時間正社員）１人あたり 40 万円（30 万円）
④ 無期　→　多様な正社員　１人あたり10万円（7.5
　 万円）






























































































国名 2012 2013 2014
オーストラリア 24.6 24.9 25.2
オーストリア 19.4 19.9 20.9
ベルギー 18.7 18.2 18.1
カナダ 19 19.1 19.3
チリ 16.7 16.5 17
チェコ 4.3 4.9 4.8
デンマーク 19.4 19.2 19.7
エストニア 8.2 ８ 7.6
フィンランド 13 13 13.3
フランス 13.7 14 14.2
ドイツ 22.2 22.6 22.3
ギリシャ 9.8 10.3 11.2
ハンガリー 4.8 4.6 4.2
アイスランド 17.3 17.4 16.7
アイルランド 25 24.2 23.4
イスラエル 15 14.4 14.7
イタリア 17.8 18.5 18.8
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　　http://www.mhlw.g.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kyou_roudou/index.html.2016 年 11月 28日
　　「多様な正社員について」
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　　同一労働同一賃金の実現に向けた検討会












　　http://www.kantei.go.jp/singi/ichiokusoukatsuyaku…/siryou2.pdf2016 年 11月 28日
　国立国会図書館デジタルコレクションのホームページ
　　小針泰介「欧州にみる同一労働同一賃金」調査と情報 -ISSUE BRIEF　NUMBER909
　　dl.ndl.go.jp/download/digidepo_9962904_po_0909.pdf?contentNo=12016 年 11月 28日
　法務省のホームページ
　　会社法の一部を改正する法律案
　　http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00151.html2016 年 11月 28日
　金融庁のホームページ
　　日本版スチュワードシップコードに関する有識者検討会




　　https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/ﬁ le/report/researchfocus/pdf/8773.pd2016 年 11月 28日
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　　（参考）OECD諸国における全雇用に占めるパートタイム労働の割合





日本 20.5 21.9 22.7
韓国 10.2 11.1 10.5
ルクセンブルグ 15.5 15.3 15.5
メキシコ 19.4 19 18.7
オランダ 37.8 38.7 38.5
ニュージーランド 22.3 21.6 21.5
ノルウェー 19.8 19.5 18.8
ポーランド ８ 7.7 7.1
ポルトガル 12.5 12 11
スロバキア共和国 3.8 4.3 4.9
スペイン 13.6 14.7 14.7
スウェーデン 14.3 14.3 14.2
スイス 26 26.4 26.9
スロベニア 7.9 8.6 9.6
トルコ 11.8 12.3 10.6
イギリス 25 24.6 24.1
アメリカ 13.4 12.3 12.3
ＯＥＣＤ全体 16.9 16.8 16.7
